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【ご報告内容】

１．研究の背景

２．研究の目的・調査方法の概要

３．回答者の内訳

４．危機管理における三者の役割及び連携

５．企業の事業継続と地域連携の関連性

６．神戸安全ネット会議における連携の取組事例



１．研究の背景

出典：鍵屋/「地域防災力の構造」/2003

◆研究の背景
・地域の少子高齢化及び人口減少社会
の到来、地域関係の希薄化
(共助の担い手の減少)

・地域防災力における様々な主体
→行政や地域住民だけではなく
企業もその一員

・行政組織・民間組織・地域住民の連携

についての先行研究【明治大学危機管
理研究センター/危機管理における行政組
織・民間組織・地域住民の連携に関する実
態把握調査/2014】

→行政担当者及び地域住民のそれぞ
れの視点から、三者の役割と連携への
期待が明らかにされている。
➢しかし、民間組織の視点からの把握
はされていない。



２．研究の目的・調査方法の概要

◆研究の目的
・民間組織としての「企業」の視点から三者間における連携について把握
・企業における行政及び住民との連携のあり方の検討
・神戸安全ネット会議加入事業者における取組事例の調査と更なる連携の促進

◆研究内容
・危機管理における三者の役割と連携について
・三者の役割と連携への期待についての既存研究との比較検証について
・事業継続と地域連携の関連性について
・神戸安全ネット会議加入事業者におけるBCPの策定状況等について
・神戸安全ネット会議加入事業者における連携事例について



２．研究の目的・調査方法の概要

◆調査方法の概要

・調査方法：神戸安全ネット会議事務局より会員事業者へ質問紙の配布・回収
・調査対象者：神戸安全ネット会議加入事業者 69事業所
・調査実施時期：2018年10月16日～2018年11月13日
・総回答者数：38事業所
・総回答率：55.07％
・調査項目
【質問１】企業担当者が期待する三者の役割と連携について（34項目）
【質問２】企業担当者が感じる三者間における連携の必要性について（3項目）
【質問３】企業担当者が感じる三者間連携に関する課題について（10項目）
【質問４】BCP策定状況及び地域連携との関連性について（13項目）
【質問５】事業継続と行政及び住民との関係性について（10項目）
【質問６】二者間連携及び三者間連携事例について（7項目）



３．回答者の内訳（P3）

企業規模における区分の内訳
・大企業 17社
・中堅企業 9社
・その他企業 5社

業種別における区分の内訳
・卸売業 2社
・小売業 4社
・その他企業 8社
・製造業その他 17社



４．危機管理における三者の役割及び連携【質問１】

明治大学危機管理研究センター/危機管理における行政組織・民間組織・地域住民
の連携に関する実態把握調査/2014

各主体の役割
及び主体間連携

連携に関する質問
①事前準備 ２
②物資備蓄 ２
③救助・医療救護 ２
④避難収容 ４
⑤災害広報 ３
⑥物資供給 ５
⑦緊急輸送 ２
⑧避難所運営 ３
⑨復旧 ３
⑩し尿処理運搬 １
⑪生活支援 ６
⑫その他 １

12分野34項目



企業担当者が期待する三者の役割と連携（P５）
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企業担当者、行政担当者及び地域住民からみた連携等の期待に関する順位（P6）

項目 No. 三者連携に関する質問項目リスト 行政 民間 住民 行政と民間 行政と住民 民間と住民 三者

事前準備 1 防災訓練の企画・実施 ①企業の期待する順位 4 4 7 2 3 4 1

②行政の期待する順位 3 7 6 4 2 5 1

③住民の期待する順位 4 7 5 3 2 6 1

2 防災・危機管理関連の講演会の実施 ①企業の期待する順位 1 4 6 2 6 4 2

②行政の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

③住民の期待する順位 4 7 5 3 2 6 1

物資備蓄 3 災害発生後に必要な物資（例：非常食、毛布）の備蓄 ①企業の期待する順位 3 3 6 2 3 7 1

②行政の期待する順位 4 7 5 2 3 6 1

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

4 医薬品の備蓄 ①企業の期待する順位 3 6 4 1 4 6 2

②行政の期待する順位 3 5 7 2 6 4 1

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

救助・医療救護 5 災害発生後の被災者救助 ①企業の期待する順位 2 5 7 2 4 5 1

②行政の期待する順位 4 7 6 3 2 5 1

③住民の期待する順位 4 7 5 2 3 6 1

6 負傷者の応急手当 ①企業の期待する順位 2 5 7 2 4 5 1

②行政の期待する順位 5 7 6 2 3 4 1

③住民の期待する順位 4 7 6 2 3 5 1

避難収容 7 避難の呼び掛け ①企業の期待する順位 1 5 5 4 3 5 2

②行政の期待する順位 3 7 4 4 2 6 1

③住民の期待する順位 3 6 4 3 2 5 1

8 避難所への誘導 ①企業の期待する順位 2 5 7 2 4 5 1

②行政の期待する順位 5 7 3 6 2 3 1

③住民の期待する順位 4 7 4 3 2 6 1

9 帰宅困難者の避難収容 ①企業の期待する順位 2 5 6 1 2 7 4

②行政の期待する順位 4 6 7 2 3 5 1

③住民の期待する順位 4 7 6 2 3 5 1

10 災害時要援護者の避難収容 ①企業の期待する順位 2 5 6 1 4 7 2

②行政の期待する順位 5 5 7 2 3 4 1

③住民の期待する順位 4 7 6 2 3 5 1

災害広報 11 災害情報の放送 ①企業の期待する順位 1 6 6 2 4 5 3

②行政の期待する順位 2 6 6 1 4 5 3

③住民の期待する順位 1 7 5 3 4 6 2

12 避難命令等の伝達 ①企業の期待する順位 1 5 7 4 3 5 2

②行政の期待する順位 3 6 7 2 4 5 1

③住民の期待する順位 2 7 5 3 4 6 1

13 災害・被災者情報の収集・告知 ①企業の期待する順位 1 6 7 3 4 5 2

②行政の期待する順位 2 5 5 4 3 5 1

③住民の期待する順位 2 7 5 3 4 6 1

物資供給 14 食料品・飲料水の供給 ①企業の期待する順位 2 4 6 1 5 7 3

②行政の期待する順位 3 6 7 1 5 4 2

③住民の期待する順位 3 7 6 2 4 5 1

15 日用品の供給 ①企業の期待する順位 2 5 6 1 4 6 3

②行政の期待する順位 3 5 7 1 6 4 2

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

16 建設材の供給 ①企業の期待する順位 2 3 6 1 4 7 4

②行政の期待する順位 4 3 6 1 6 4 2

③住民の期待する順位 3 6 7 1 4 5 2

17 ガスの供給 ①企業の期待する順位 2 3 5 1 4 5 5

②行政の期待する順位 4 2 6 1 6 5 3

③住民の期待する順位 3 5 7 1 4 6 2

18 炊き出しの実施 ①企業の期待する順位 7 6 4 2 5 3 1

②行政の期待する順位 6 6 3 4 5 2 1

③住民の期待する順位 5 7 6 2 3 4 1

緊急輸送 19 物資輸送 ①企業の期待する順位 3 2 5 1 5 5 4

②行政の期待する順位 4 3 7 1 6 5 2

③住民の期待する順位 3 6 7 1 4 5 2

20 輸送用車両の提供 ①企業の期待する順位 3 2 5 1 5 5 4

②行政の期待する順位 5 2 7 1 6 4 2

③住民の期待する順位 3 5 7 1 4 6 2

避難所運営 21 避難所用場所の提供 ①企業の期待する順位 2 4 6 1 4 6 3

②行政の期待する順位 3 5 7 1 4 6 2

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

22 避難所の設営・運営 ①企業の期待する順位 3 5 6 2 4 6 1

②行政の期待する順位 6 7 3 4 2 5 1

③住民の期待する順位 3 7 6 2 4 5 1

23 物資の現地分配 ①企業の期待する順位 4 5 5 3 1 7 2

②行政の期待する順位 6 7 3 5 2 4 1

③住民の期待する順位 4 7 6 2 3 5 1

復旧 24 ライフライン（ガス・水道・電気）施設の復旧 ①企業の期待する順位 2 3 5 1 4 5 5

②行政の期待する順位 4 2 7 1 5 6 3

③住民の期待する順位 3 4 6 1 5 7 2

25 道路の復旧 ①企業の期待する順位 1 3 5 2 5 5 4

②行政の期待する順位 3 4 7 1 5 6 2

③住民の期待する順位 3 6 5 1 4 7 2

26 がれきの処理 ①企業の期待する順位 1 3 5 2 5 5 4

②行政の期待する順位 3 4 7 1 5 5 2

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

し尿収集運搬 27 し尿の収集運搬・処理 ①企業の期待する順位 1 4 5 2 5 5 3

②行政の期待する順位 2 3 7 1 6 5 4

③住民の期待する順位 3 6 6 1 4 5 2

生活支援 28 義援金の募集・受付 ①企業の期待する順位 2 4 4 1 6 6 3

②行政の期待する順位 1 5 6 2 4 6 3

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 5 1

29 義援金の分配 ①企業の期待する順位 1 5 5 2 3 5 4

②行政の期待する順位 1 5 7 2 4 6 3

③住民の期待する順位 2 7 5 3 4 6 1

30 寄付物資の募集・受付 ①企業の期待する順位 1 5 5 2 4 5 3

②行政の期待する順位 2 5 7 1 4 6 3

③住民の期待する順位 3 5 6 2 4 7 1

31 寄付物資の分配 ①企業の期待する順位 1 6 6 2 3 5 4

②行政の期待する順位 2 6 7 1 4 5 3

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

32 ボランティアの募集・受付 ①企業の期待する順位 1 6 5 2 4 6 3

②行政の期待する順位 3 4 7 1 4 6 2

③住民の期待する順位 3 6 7 2 4 5 1

33 ボランティアへの現場指示 ①企業の期待する順位 1 6 5 2 4 6 3

②行政の期待する順位 3 5 7 1 4 6 2

③住民の期待する順位 3 7 5 2 4 6 1

期待する三者の役割と連携

◇順位が三者全てで回答が同じもの・・・比較的に連携が図られやすい分野
⇅

◆順位が三者の回答で異なるもの・・・連携について検討を要する分野

４．危機管理における三者の役割及び連携



行政組織・民間組織・地域住民の連携についての期待に関する回答結果一覧（P7）

中分類

（連携の区分）
質問項目 所見 企業担当者への提言

ア．三者間連携をすべき

１防災訓練の企画・実施（※11件）

３災害発生後に必要な物資（例：非常食毛布）の備蓄（※5件）

５災害発生後の被災者救助（※13件）

６負傷者の応急手当（※11件）

８避難所への誘導（※6件）

18炊き出しの実施（※4件）

22避難所の運営・設営（※0件）

三者間連携が期待されるもの
企業、自治体、住民が一体となった連携が成立

しやすい分野である。

イ．二者間連携をすべき

【行政組織+民間組織】

16建設材の供給（※2件）

17ガスの供給（※0件）

19物資輸送（※1件）

20輸送用車両の提供（※0件）

24ライフライン（ガス・水道・電気）施設の復旧（※0件）

行政組織と民間組織での二者間連携が期待されるも

の

企業と自治体の協定の締結等、さらなる連携強

化が求められている分野である。

ウ．単独ですべき － －

ア．三者間連携をすべき － －

イ．二者間連携をすべき

【行政組織+民間組織】

14食料品・飲料水の供給（※5件）

15日用品の供給（※2件）

21避難所用場所の提供（※4件）

企業担当者と行政担当者は行政組織と民間組織の二

者間連携をすべきと思っているが、地域住民は三者

間連携をすべきと思っているもの

企業と自治体の二者間連携は進みやすいが、住

民も加えた連携を図る。

ウ．単独ですべき
【行政組織】

29義援金の分配（※0件）

企業担当者と行政担当者は行政組織が単独で役割を

果たすべきと思っているが、地域住民は三者間連携

をすべきと思っているもの

自治体だけで行うのではなく、企業にも連携し

てほしいと住民は捉えている。

４医薬品の提供（※3件）

９帰宅困難者の避難収容（※3件）

10災害時要援護者の避難収容（※5件）

企業担当者は行政組織と民間組織が二者間連携を行

うことを望んでいるが、行政担当者と地域住民は三

者間連携をすべきと思っているもの

企業と自治体の二者間連携だけではなく、住民

も加えた連携が求められている。

23物資の現地分配（※5件）

企業担当者は民間組織と地域住民が二者間連携を行

うべきと思っているが、行政担当者と地域住民は三

者間連携をすべきと思っているもの

企業と住民の二者間連携だけではなく、自治体

も加えた連携が求められている。

２防災・危機管理関連の講演会の実施（※6件）

７避難の呼び掛け（※5件）

12避難命令等の伝達（※4件）

13災害・被災者情報の収集・告知（※7件）

企業担当者は行政組織が単独で役割を果たすべきと

思っているが、行政担当者と地域住民は三者間連携

をすべきと思っているもの

自治体頼みにするのではなく、企業も自治体と

住民との連携が求められている。

イ．二者間連携をすべき

【行政組織+民間組織】

11災害情報の放送（※4件）

25道路の復旧（※0件）

27し尿の収集運搬・処理（※0件）

企業担当者は行政組織が単独で役割を果たすべきと

思っているが、行政担当者と地域住民は行政組織と

民間組織が連携すべきと思っているもの

自治体頼みにするのではなく、企業も自治体と

の連携が求められている。

ウ．単独ですべき － ー

ア．三者間連携をすべき － ー

イ．二者間連携をすべき － ー

ウ．単独ですべき － ー

26がれきの処理（※2件）

30寄付物資の募集・受付（※4件）

31寄付物資の分配（※4件）

32ボランティアの募集・受付（※3件）

33ボランティアへの現場指示（※6件）

企業担当者は行政組織が単独で役割を果たすべきと

思っているが、行政担当者は行政組織と民間組織で

二者間連携を、地域住民は三者間連携をすべきと

思っているもの

自治体頼みにするのではなく、企業も自治体あ

るいは住民との連携が求められている。

28義援金の募集・受付（※1件）

企業担当者は行政組織と民間組織の二者間連携をす

べきと思っているが、行政担当者は行政組織単独で

役割を果たすべきと、地域住民は三者間連携をすべ

きと思っているもの

自治体への連携を呼び掛けていくとともに、住

民とも連携を図る。

１．三者の回答が一致

大分類

（企業担当者、行政担当者、地域住民それぞ

れの回答１位の一致数による区分）

行政担当者

+

企業担当者

※本調査にて、企業担当者から「三者間連携が早期に必要な領域に該当する」と回答を得た件数（回答者数：n=38） 

３．一致なし

（連携について各主体の意向が分かれるもの）

行政担当者

+

地域住民

企業担当者

+

地域住民

２．二者の回答が一致 ア．三者間連携をすべき

中分類

（連携の区分）
質問項目 所見 企業担当者への提言

ア．三者間連携をすべき

１防災訓練の企画・実施（※11件）

３災害発生後に必要な物資（例：非常食毛布）の備蓄（※5件）

５災害発生後の被災者救助（※13件）

６負傷者の応急手当（※11件）

８避難所への誘導（※6件）

18炊き出しの実施（※4件）

22避難所の運営・設営（※0件）

三者間連携が期待されるもの
企業、自治体、住民が一体となった連携が成立

しやすい分野である。

イ．二者間連携をすべき

【行政組織+民間組織】

16建設材の供給（※2件）

17ガスの供給（※0件）

19物資輸送（※1件）

20輸送用車両の提供（※0件）

24ライフライン（ガス・水道・電気）施設の復旧（※0件）

行政組織と民間組織での二者間連携が期待されるも

の

企業と自治体の協定の締結等、さらなる連携強

化が求められている分野である。

ウ．単独ですべき － －

ア．三者間連携をすべき － －

イ．二者間連携をすべき

【行政組織+民間組織】

14食料品・飲料水の供給（※5件）

15日用品の供給（※2件）

21避難所用場所の提供（※4件）

企業担当者と行政担当者は行政組織と民間組織の二

者間連携をすべきと思っているが、地域住民は三者

間連携をすべきと思っているもの

企業と自治体の二者間連携は進みやすいが、住

民も加えた連携を図る。

ウ．単独ですべき
【行政組織】

29義援金の分配（※0件）

企業担当者と行政担当者は行政組織が単独で役割を

果たすべきと思っているが、地域住民は三者間連携

をすべきと思っているもの

自治体だけで行うのではなく、企業にも連携し

てほしいと住民は捉えている。

４医薬品の提供（※3件）

９帰宅困難者の避難収容（※3件）

10災害時要援護者の避難収容（※5件）

企業担当者は行政組織と民間組織が二者間連携を行

うことを望んでいるが、行政担当者と地域住民は三

者間連携をすべきと思っているもの

企業と自治体の二者間連携だけではなく、住民

も加えた連携が求められている。

23物資の現地分配（※5件）

企業担当者は民間組織と地域住民が二者間連携を行

うべきと思っているが、行政担当者と地域住民は三

者間連携をすべきと思っているもの

企業と住民の二者間連携だけではなく、自治体

も加えた連携が求められている。

２防災・危機管理関連の講演会の実施（※6件）

７避難の呼び掛け（※5件）

12避難命令等の伝達（※4件）

13災害・被災者情報の収集・告知（※7件）

企業担当者は行政組織が単独で役割を果たすべきと

思っているが、行政担当者と地域住民は三者間連携

をすべきと思っているもの

自治体頼みにするのではなく、企業も自治体と

住民との連携が求められている。

イ．二者間連携をすべき

【行政組織+民間組織】

11災害情報の放送（※4件）

25道路の復旧（※0件）

27し尿の収集運搬・処理（※0件）

企業担当者は行政組織が単独で役割を果たすべきと

思っているが、行政担当者と地域住民は行政組織と

民間組織が連携すべきと思っているもの

自治体頼みにするのではなく、企業も自治体と

の連携が求められている。

ウ．単独ですべき － ー

ア．三者間連携をすべき － ー

イ．二者間連携をすべき － ー

ウ．単独ですべき － ー

26がれきの処理（※2件）

30寄付物資の募集・受付（※4件）

31寄付物資の分配（※4件）

32ボランティアの募集・受付（※3件）

33ボランティアへの現場指示（※6件）

企業担当者は行政組織が単独で役割を果たすべきと

思っているが、行政担当者は行政組織と民間組織で

二者間連携を、地域住民は三者間連携をすべきと

思っているもの

自治体頼みにするのではなく、企業も自治体あ

るいは住民との連携が求められている。

28義援金の募集・受付（※1件）

企業担当者は行政組織と民間組織の二者間連携をす

べきと思っているが、行政担当者は行政組織単独で

役割を果たすべきと、地域住民は三者間連携をすべ

きと思っているもの

自治体への連携を呼び掛けていくとともに、住

民とも連携を図る。

１．三者の回答が一致

大分類

（企業担当者、行政担当者、地域住民それぞ

れの回答１位の一致数による区分）

行政担当者

+

企業担当者

※本調査にて、企業担当者から「三者間連携が早期に必要な領域に該当する」と回答を得た件数（回答者数：n=38） 

３．一致なし

（連携について各主体の意向が分かれるもの）

行政担当者

+

地域住民

企業担当者

+

地域住民

２．二者の回答が一致 ア．三者間連携をすべき

４．危機管理における三者の役割及び連携

三者間連携で一致するもの・・「1防災訓練の企画・実施」「3災害発生後に必要な物資の備蓄」
「5災害発生後の被災者救助」「6負傷者の応急手当」 「8避難所
への誘導」「18炊き出しの実施」「22避難所の運営設営」

二者間連携で一致するもの・・「16建設材の供給」「17ガスの供給」「24ライフライン施設の復旧」
「19物資輸送」「輸送車両の提供」

連携のあり方が一致しないもの 例：行政担当者と地域住民・・・三者間連携を期待
企業担当者・・・行政と民間の二者間連携を期待



企業担当者からみた行政組織・民間組織・地域住民の選択回答数一覧（P8）

【企業担当者の回答より】

・民間組織の選択回答数が多かっ
たものから順に整理

・選択が多かったものについては
より役割を担うことが期待されるた
め、三者における連携のリードを
担う。

－企業が連携をリードすべき
—行政が連携をリードすべき
—住民にもリードを期待

４．危機管理における三者の役割及び連携



企業担当者、行政担当者及び地域住民が感じる三者間連携の必要性（P9）

４．危機管理における三者の役割及び連携【質問２】

【企業担当者の回答より】・・・行政組織を介した三者間の連携への期待
・行政組織と民間組織の連携＆行政組織と地域住民の連携
➢行政担当者と地域住民の回答の中間

・民間組織と地域住民の連携
➢行政担当者及び地域住民の回答よりも低い



企業担当者及び行政担当者における三者間連携に関する課題（P9）

４．危機管理における三者の役割及び連携【質問３】

【企業担当者の回答より】・・・行政担当者よりも多くの項目で課題に感じている
1点台・・・災害発生後の連携維持、組織間における命令系統の構築、組織間の人材配分

➢行政機関と比べ外部からの支援が入りにくく、自己完結を迫られる状況に

災害発生後の被災状況においても自社事業を継続させるためのシステムが必要
➢BCP（事業継続計画）の導入と連携に向けた取り組みを！



◆BCP（Business Continuity Plan）＝事業継続計画

企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、
事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧
を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための
方法、手段などを取り決めておく計画。BCPの普及に向けて、内閣府（防災担当）に
より事業継続ガイドラインが定められている。

５．企業の事業継続と地域連携の関連性

出典：中央防災会議「事業継続ガイドライン」/2005



全国のBCPの策定状況

５．企業の事業継続と地域連携の関連性

出典：内閣府（防災担当）/「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」/2008



◆神戸安全ネット会議における
BCPの策定状況等に関する質問

計１３項目

①BCPの策定状況（4項目）

②事業継続ガイドライン（2013年
8月改定）で示される「地域との
共生と貢献」に関連する項目
（５項目）

③行政及び住民との連携につい
ての記載（４項目）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問４】



BCPの策定状況（P11）

BCPにおける訓練実施状況（P11）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問４】

回答者のうち６割がBCPの策定を行っ
ており、そのうちの約８割で訓練が実
施されていることから、神戸安全ネット
会議では災害に備えた体制作りが進
んでいる。



BCPにおける自社の被災想定（P11）

BCPにおける代替拠点への移転想定（P11）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問４】

自社の被災を想定している回答が９
割以上、代替拠点への移転を想定し
ている回答が６割以上にのぼることか
ら、多くの企業でBCPにおいてはそれ
ぞれの企業が被災するということを前
提としたうえで、被害が大きい場合は
移転する可能性も視野に入れている
ことがわかる。



平時の事業所周辺への配慮（P12）

災害発生後及び復旧における事業所周辺への配慮（P12）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問４】

平時及び災害発生後の自社の役割として事業所周
辺への配慮について

・平時の安全対策については、９割以上と 非常
に多くの企業が実施。
・災害発生後の対応についても、発災直後の緊急
安全対策については６割以上、復旧対策について
も６割以上が回答するなど、BCPの中で周辺地域へ
の配慮の実施を規定している企業は多い。



BCPにおける協定等による連携の実施状況（P13）

BCPにおける従業員の地域貢献の検討状況（P14）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問４】

行政や事業所周辺の様々な主体と協定を結
び、実行性を上げている企業も半数以上あり、
BCPと協定を関連付けて連携を図っていく取り
組みは、比較的浸透しやすいのではないか。

従業員の地域貢献への配慮については、
半数未満にとどまる。
発災後の資源制約が大きいなかでの非常
時優先業務の洗い出しと、それらにかかる
応急対応要員、交代要員の確保にむけた
体制づくり、そして、従業員のボランティア
休暇制度と組み合わせて検討していくこと
が必要。



BCPにおける行政との連携状況（P13）

BCPにおける住民との連携状況（P14）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問４】

BCPに直接、他の主体との連携項目を記載する
ことについてはあまり多くない。

単に連携という文言を画一的にBCPに入れ込む
ことについては精査が必要。個々の企業の立
地状況や周辺環境など個別具体的に考慮して
実現可能な内容をBCPに反映させることや、協
定等の決め事と組み合わせて、連携の実効性
を高めることが今後の課題。



地域における企業の事業継続及び行政、住民との関係性について10項目（P15）

５．企業の事業継続と地域連携の関連性【質問５】

①10項目すべてで3点台より高かった

➢自社の被災及び事業継続と、行政や住民との連携については企業側も関連
性があると認識している。

②住民に関係する（2）（4）（8）は3点台であった。

➢民間と住民との連携については、民間と行政との連携に比べて、企業側は必
ずしも関連性が強いと感じているとは言えない。

③（10）は4.45点であることから、企業は住民との連携CSRに繋がると認識している。



主体間連携の取組事例（P16）

６．神戸安全ネット会議における連携の取組事例【質問６】



神戸安全ネット会議における主体間連携の取組事例（P17）

６．神戸安全ネット会議における連携の取組事例【質問６】



６．神戸安全ネット会議における連携の取組事例【質問６】

【回答頂いた事例より】
・1995年の阪神淡路大震災
以後に連携を始めたのが12
社(それ以前は4社)
➢きっかけの一つに災害経験

・三者間連携が行われている5
社のうち4社で連携に協議組織
等が設置
➢協議組織による連携強化

・三者間連携が行われている5
社全てに「1防災訓練の企画・
実施」または「2防災危機管理

関連の講演会の実施」といった
「事前準備」が該当
➢事前準備からの連携が重要

・BCPについては、三者間連携
において1件実施、1件検討中
➢今後の検討課題



【まとめ】<その１>
➢ 事前準備から各種応急復旧対策に関する連携について企業担当者、行政
担当者及び地域住民の回答からは、「三者間」、「行政と民間」及び「行政
のみ」に期待するものが大半を占めている。

➢ 発災直後に人命に直結する救出救護や食糧確保、及びそれらに備える平
時からの訓練については、企業担当者をはじめ、行政担当者及び地域住民の
全てで三者間連携への期待が高く、連携して取り組みが行われやすい領域と
いえる。

➢ 事業者としての専門性及び対応力が求められる災害発生後の復旧・物流
分野は「行政と民間」の二者間での連携が期待されている。

➢ ソフト面での応急対策について、企業担当者は二者で連携あるいは行政
のみで役割をはたすべきと思っているものでも、行政担当者や地域住民から
みると民間組織も交えた連携を期待している。

➢ 連携のリードを担う主体として、企業担当者は行政組織に期待するもの
が多いが、「20輸送車両の提供」、「19物資輸送」及び「18炊き出しの実
施」については、企業が積極的に連携のリードを担うことが期待される。



【まとめ】<その２>

➢ 企業担当者は、自治体等の行政組織を介して地域住民との連携が図られることを
期待している。

➢ 三者間連携の課題については、企業担当者が行政担当者よりも多くの項目で課題
と感じている。

➢ 企業担当者は、自社の事業継続における連携については、行政との連携に比べて
住民との連携は必ずしも関連性が強いと感じているとは言えないが、住民との連携す
ること自体は、企業が社会貢献において自社の責任を果たすことに繋がると認識して
いる。

➢ BCPは自社の事業継続を目的とした自己完結型の計画であることから行政や住民と
の連携については、企業の立地状況や周辺環境など個別具体的に考慮して、連携内容
を反映させることや、協定等の決め事と組み合わせることが今後の課題である。

➢ 「1防災訓練の企画・実施」等の事前の準備について企業担当者、行政担当者及び
地域住民のいずれもが連携に対する期待も高く、かつ実際に多くの企業においてもす
でに連携が実践されており、背景に協議組織や協定等が存在することから、訓練等を
これらに関連付けて図っていくことが連携の促進に効果的である。


